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研究成果の概要（和文）：　研究代表者が発案したPBSC/PBGT（Project & Program Balanced-Score Card/Project & P
rogram Budgeting）を基礎にして，理論的考察や実証分析，事例研究を通して，管理会計においておよそ研究の対象と
されてこなかったプロジェクトという組織に着目して，そのマネジメントコントロールシステム（以下MCS）を構築し
た。
　ここで，PBSC/PBGTは，プロジェクト業務を定型業務に優先させることを企図したプロジェクトドリブンのMCSモデル
である。また，MCSとは組織で働く人達を戦略と整合性のとれた意思決定をするように導くシステムである。

研究成果の概要（英文）：　　Based on PBSC/PBGT, Project & Program Balanced-Score Card / Project & Program 
Budgeting, which was developed by this research representative, by using theoretical considerations, 
empirical analysis and case studies, a management system (MCS) model of project which has been not 
considered in management accounting research was established.
　　Here, the PBSC/PBGT is a project-driven MCS model that intends to give priority　 to project 
activities over routine ones and MCS is a system to encourage people in an organization to make congruent 
decisions with strategy.

研究分野： 管理会計

キーワード： マネジメントコントロール　プロジェクト
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 研究動向 
 日米欧の主要ジャーナルをみる限り，管理
会計の領域においてプロジェクトのまねじめ
んと MCS に関わる本格的研究はなされてい
ない。 
 
(2) 着想に至った経緯 
  これまで管理会計は定型的で継続的業務を
対象としてきた。しかし，プロジェクトでは
これとは対極の非定型的で有期的業務が遂行
される。MCS の対象となる業務の性格が異
なれば異なる MCS が必要となる，これが
PBSC/PBGT（図 1）や本研究の着想に至っ
た経緯である。 

 
(3) 研究アプローチとこれまでの研究成果，
残された課題 
 PBSC/PBGT はプロジェクトの MCS にお
いて計画策定，結果評価，計画是正を担う基
本システム（鈴木，2010,167 頁）である。
PBSC/PBGT のうち，非財務尺度による基本
システムが PBSC である。このシステムの有
効性はホテル開発会社における参与観察によ
って検証されている（Suzuki, 2009），また，
PBSC で用いられる非財務尺度の差異分析技
法を開発した（松岡・鈴木，2008;2009）。 
 一方，PBGT は財務尺度による基本システ
ムである。製薬会社とカーナビ製造会社での
参与観察によって PBGT の有効性を検証中
である（中村・松岡・鈴木，2012;）。その中
で PBGT について一定の有効性は認められ
たが，差異分析の精緻化という課題が浮き上
がっている。この課題については，プラント
開発会社の事例研究の中で ABC（Activity 
Based Costing）を用いることで解決できる
ことを発見した（斉藤・鈴木「EVA を用いた
コストマネジメントの課題」2012/9/23 国際
戦略経営学会全国大会報告）。また，プロジェ
クト MCS の特性を理論的に考察した結果
（鈴木，2010），プログラムすなわち目的の
類似するプロジェクト群レベルでプロジェク
トを統廃合する技法の開発が課題として残さ
れていることが明らかとなった。 
 
２．研究の目的 
 管理会計においておよそ研究の対象とされ
てこなかった「プロジェクト」という組織に
着目して，そのマネジメントコントロールシ

ステム（以下 MCS）を構築する。ここでプ
ロジェクトとは，新製品開発のような非定型
業務に適した組織である。また，MCS とは
組織で働く人達を戦略と整合性のとれた意思
決定をするように導くシステムである。 
 残された次の(1)～(6)の課題を解決し，プロ
ジェクトの MCS モデルを構築する。 
 
(1) PBGT の有効性検証：引き続き製薬会社
とカーナビ製造会社での参与観察によって
PBGT の課題発見を行う。 
 
(2) PBGT の差異分析技法開発：プラント開
発会社での事例研究を継続し，それを踏まえ
て ABC によるコスト差異分析技法を開発す
る。 
 
(3) プロジェクト統廃合技法開発：技法を考
案し，プラント開発会社に適応して有効性検
証や課題発見を行う。 
 
(4) 場のメカニズムの探索：ホテル開発会社
から提供された従業員意識調査データを使っ
て，図 2 の右に示したプロジェクト MCS の
基本システムやサブシステムが場のメカニズ
ムにどのように作用するかをパス解析等によ
って実証的に探索し，場のメカニズムについ
ての仮説を設定する。 

 ここで，「場のメカニズム」（伊丹，2005）
とは，組織のメンバーが相互にコミュニケー
ションを行い（情報的相互作用），相互に働き
かけあうことで（心理的相互作用），自己組織
的に組織目的達成に向けて整合性のとれた意
思決定をするように動機づけられるメカニズ
ムを指す。上述の参与観察の中で，プロジェ
クトという特性ゆえに多発する不測事態に対
処するには，メンバーが自己組織的に協力し
合うように動機づけられていなければならな
いことを知った。そこでホテル開発会社から
提供された従業員意識調査データを使って実
証研究を実施（鈴木，2012），そのポイント
が情報的・心理的相互作用であることを発見
した。この結果を受けて場のメカニズムの解
明を今後の研究課題とした。なお，伊丹氏は
場のメカニズムがきわめて日本的であると指
摘しているが，国際的に通用するのではない
かと考えている。 

 



する。 
 
(5) 場のメカニズムの国際比較：この仮説の
妥当性を Bruce Gurdky 教授（南オーストラ
リア大学）と Abd. Rahman Abdil Rahim 教
授（マレーシア工科大学）と国際比較を実施
して考察する。 
 
(6) プロジェクトの MCS モデル構築: 以上
の研究を踏まえて，基本システムとしての
PBSC/PBGTに図 2の右に示すようなサブシ
ステムを加えたプロジェクトの MCS モデル
を構築し対外発表する。 
 
３．研究の方法 
  3 年間の研究期間を設定し，申請者と社会
人院生 2 名，仕事を持たない院生 4 名（研究
補助），南オーストラリア大学とマレーシア工
科大学の海外共同研究者 2 名によって研究を
実施する。 
 初年度，参与観察による PBGT の有効性検
証と PBGT の差異分析技法開発，プロジェク
ト統廃合技法の考案と同技法の参与観察開始，
従業員意識調査データに基づく場のメカニズ
ム探索，場のメカニズムの国際比較に向けた
研究設計を行う。次年度，初年度の研究成果
の学会報告や投稿による公表，プロジェクト
統廃合技法の参与観察の継続，更に日，豪，
マレーシアで調査を行う。最終年度，過年度
の研究成果の公表，アンケート調査結果に基
づく場のメカニズムの国際比較を行うと共に，
それまでの研究成果を総合的に整理，プロジ
ェクトの MCS モデルの全体系を構築，海外
学会報告と投稿，国内出版による対外公表を
行う。 
 
(1) 課題Ⅰ「PBGT の有効性検証」 
 社会人院生（プロジェクトマネジメントの
専門家）が PBGT の導入支援をしている製薬
会社A社とカーナビ製造会社B社を訪問して
PBGT 導入効果や課題の把握，課題解決の方
法の検討を行い，研究成果を論文としてまと
め，国内学会報告と投稿を行う。 
 
(2) 課題Ⅱ「PBGT の差異分析技法開発」 
 社会人院生（プロジェクトマネージャー）
の協力を得てプラント開発会社C社本社およ
び開発現場を訪問して同社のコストマネジメ
ントの実態を把握する。そして，それを一般
化する形で ABC によるコスト差異分析技法
を開発し，研究成果を論文としてまとめ，国
内学会報告と投稿を行う。 
 
3) 課題Ⅲ「プロジェクト統廃合技法開発」 
 文献レビューを行い，プロジェクト統廃合
技法を考案，上記院生の協力と院生 2 名の研
究補助を受けてC社への導入を図る。さらに，
2 ヵ月に 1 度程度の頻度で C 社開発現場を訪
ねて，プロジェクト統廃合技法の有効性と課
題を把握する。そして，課題解決方法を探り

ながらプロジェクト統廃合技法を完成させ，
国内学会で報告，研究成果を論文としてまと
めて投稿を行う。 
 
(4) 課題Ⅳ「場メカニズムの探索」 
 文献レビューを行い，場のメカニズムに関
わる分析モデル（図 3）を設定する。そして，
院生 2 名の研究補助を受けてホテル開発会社
D 社から提供された従業員意識調査データ
（160 の質問からなる 1,200 人に対する年次
調査 7 年分データ）を使って，探索的因子分
析，重回帰分析，パス解析を実施すると共に，
解析結果を D 社のトップやプロジェクトマ
ネージャーに示して反応を見ることで，分析
モデルの妥当性を検証し，論文を作成し国内
学会報告と投稿を行う。 

 
(5)課題Ⅴ「場のメカニズムの国際比較」 
  Bruce Gurdky 教授（南オーストラリア大
学）と Abd. Rahman Abdil Rahim 教授（マ
レーシア工科大学）を訪ねて今後の研究の進
め方を検討する。そして，日本とオーストラ
リア，マレーシアにて調査を実施し，これら
の研究結果論文としてまとめ，海外学会報告
と投稿を行う。 
 
(6) 課題Ⅵ「プロジェクトの MCS モデル構
築」 
 以上の研究成果とこれまでの研究成果を総
合的に整理し，プロジェクトの MCS モデル
の全体系を構築し、海外学会報告と投稿，国
内出版による対外発信を行う。 
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４．研究成果 
 研 究 代 表 者 が 発 案 し た PBSC/PBGT
（ Project & Program Balanced-Score 
Card/Project & Program Budgeting）を基礎
にして，理論的考察や実証分析，事例研究を
実施し，ABC を用いたまったく新しい差異分
析技法，場のメカニズムを構成概念としたプ
ロジェクトという組織に着目して，そのマネ
ジメントコントロールシステムの概念フレー
ムワークの構築がなされた。 
 本研究は，プロジェクトを対象とした初め
ての本格的な MCS の研究である。また，場
のマネジメントという独創的な考え方をプロ
ジェクトに適応するという点においてもこれ
までにない研究である。 
 プロジェクトマネジメントは，欧米やアジ
アのビジネススクールの主要科目となってい
ることから明らかなように，企業だけでなく
公共セクターにおいて必要とされている。本
研究がプロジェクトの管理会計という新しい
一大研究領域が生じる可能性が高い。 
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